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平成 30年３月８日 

内閣府 

 

山川 PMプログラムのＢＨＱ問題について 

 
 
１ ＢＨＱチャレンンジに関する経緯 

 

○ ImPACT山川 PMプログラムでは、生活者個々人が日頃から脳の健康管理に気

を付け、精神的にも健康で豊かな生活を送ることができる環境を整備するこ

ととし、脳の健康を維持・管理するための研究開発を積極的に推進。また、そ

れら研究成果を民間企業に橋渡し、速やかに社会実装に導くための脳情報プ

ラットフォームを構築することにより、世界初の「脳情報サービス産業」の創

出を目指している。 

 

○ そうした中で、民間企業等が脳科学研究に積極的に参加し、脳の健康管理と

いった観点から様々な商品・サービスの研究開発を推進できるようにするた

めの共通言語として、まず脳の健康状態を簡易に表す指標ＢＨＱの開発（Ｂ

ＨＱチャレンジ）を推進していたところ。 

 

○ （株）明治からの申し出により、平成 28年６月から高カカオチョコレート

の摂食者を対象としたＢＨＱ（脳の灰白質容積等）に関する予備的な調査を

行ったところ、他の民間企業から応募のあった商品・サービスと比べ、脳容

積の増加を示唆する GM-BHQ値に有意差が認められた。 

  このため、今後、（株）明治との本格的な共同研究に移行する旨の共同記者

会見（平成 29年１月 18日）を開催。 

 

○ 共同記者会見では、「脳の若返り効果の可能性に道筋」といったインパクト

のあるタイトルで発表（別添）が行われたため、一部新聞報道等で「仮説段

階、国の発表に疑問」等の批判記事が掲載されたところ。 

 

○ ImPACT有識者会議では事実関係の確認を行うとともに、昨年５月 18日、外

部専門家による検証の実施を決定。 

 

○ その後、平成 29年７月から４回の外部専門家ヒアリングが行われ、次の意

見等がとりまとめられたところ。  

資料１ 
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２ 外部専門家ヒアリングの概要 

 

（１）試験方法やエビデンスの取得に関すること（資料２の９頁～） 

 

【事実関係】 

① 試験設計については、ＢＨＱという新たな指標を確立するため、過去の類

似研究を参考に、共同研究パートナーを発掘する（有望な商品・サービスを

スクリーニングの）ための必要最低限の条件を設定したものであり、その結

果のみをもって「脳の若返りの可能性」を示唆したことが問題視された。 

 ② 一方、ＢＨＱという指標自体は、脳科学分野において従前から使用されて

いる手法（ＶＢＭ；Voxel-Based Morphometry等）を基礎として開発された

ものであり、VBMは大脳灰白質の量と加齢や学習等との関係を調査した先行

研究が多数存在。 

   ＢＨＱ自体も、年齢との関係で高い相関が確認（資料２の 10頁）され、加

齢のよる脳の萎縮程度を簡易に測る指標としての利用可能性が示唆。 

③ また、チョコレート等のカカオ製品は、海外で認知機能の改善を示唆する

いくつの論文が存在。 

 

【専門家意見】 

 ○ 脳の健康管理指標ＢＨＱの開発については、今後、更なるエビデンスが積

み重ねられることにより、信頼性の高い指標となることを期待。 

 ○ 一方、チョコ等の介入実験の設計については、スクリーニングであっても

比較対照区を置く必要があり、追加試験を行うべき。 

 ○ 個々人が自らの脳の状態を継時的に管理するための指標としては有用。

今後、エビデンスを積み重ね、この指標が何の指標であるのか、どう使うの

かを明らかにする必要。 等 

 

（２）研究成果の発表方法や PRに関すること（資料２の 13頁～） 

  

【事実関係】 

 ・ＢＨＱ指標を開発するための有望アイデアや共同研究パートナーを発掘す

ることを目的にしていたが、 

① プレスリリース資料の原案作成を企業側に委ねたため、実証トライアル

の位置づけが伝えきれず、資料のチェックも不十分であったこと 

② 特に、チョコは初めての本格的な共同研究を開始する案件となったこと

から、いち早く世間に伝えたいという思いが先に立ってしまったこと 
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  等が原因。 

 

【専門家意見】 

 ○ 発表には慎重さが必要であった。研究を主導する PM側に相当の責任があ

ると認識すべき。 

 ○ 野心的かつ前例のない本プログラムを実施するに当たっては、責任の所

在と社会的アピールを含む戦略の立案が必須。 

 ○ 共同研究のパートナー（民間）が実施する広報活動についても、プログラ

ム側が責任を持つ形でしっかりとガバナンスを発揮すべき。 

 

（３）内閣府及び JSTの制度運用に関すること（資料２の 15頁） 

 

【事実関係】 

 ① 内閣府 ImPACT 室及び JST において、山川 PM から事前相談を受けていた

が、PMの方針を最大限に尊重して対応。発表内容等に関しては、専門家のチ

ェック・了承を得ており、科学的に問題ないと判断。チョコの公表資料につ

いても、「脳の若返り効果の可能性に道筋」という表現振りであれば事実と

相違ないと了承。 

 ② （株）明治のチョコに関して一部記者からの指摘（忠告）を安易に捉え、

その後の指導・助言も十分でなかった。 

 

【専門家意見】 

 ○ 研究者、PM、JST及び内閣府が、それぞれどのような視点から公表資料を

チェックするのかの責任や役割が曖昧。第一義的には PM に責任があるが、

JST及び内閣府においてもしっかりとしたチェック体制が必要。 

 ○ ImPACT 全体の問題として捉え、内閣府としても広報に関する一定のガイ

ダンスを作成すべき。  
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３ 今後の改善方向 

 

（１）山川 PMプログラム（資料４） 

 ① 今後は、脳の健康管理指標としてのエビデンスの蓄積・強化を最優先課題

として取り組み、加齢や様々な身体的な健康指標等とＢＨＱとの関係性に

関するエビデンスを更に強化する。 

 ② このため、民間企業の商品・サービスを対象として、コンテスト型で有望

なアイデアの発掘を行ってきた「ＢＨＱチャレンジ」は中止し、今後はエ

ビデンス強化のための研究に注力する。 

 ③ また、研究成果の公表に当たっては、情報発信の責任者を PI とし、論文

化を通じてエビデンスに基づく正確かつ客観的な情報発信を徹底する。 

 ④ 必要に応じて、民間に企業に協力を求める場合には、個別に共同研究契約

を締結し、得られた研究成果等の情報管理を強化する。 

 ⑤ 高カカオ成分についても PIを設定し、実験規模等を見直した追加実験を

実施し、結果を論文化する形で公表を行う。 

 

（２）内閣府及び JST（資料５） 

 ① 受託研究機関、PM、JST及び内閣府におけるそれぞれの役割分担や責任関

係を明確化し、プレスリリース時におけるチェックを強化する。特に、話題

性のあるものは、JST及び内閣府においても適宜、外部専門家のチェック・

助言を求め、発表内容の信頼性や表現振りに注意する。 

 ② JSTでは新たに広報専門家を配置、内閣府では記者懇談会等を活用し、研

究成果を丁寧かつ正確に情報発信する。 
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 別添  

㈱明治との共同記者発表資料（2017年 1月 18日） 
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